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   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、その取引等が国家安全保障（国の防衛その他我が国の存立に関わる

外部からの脅威から我が国及び国民の安全を保障することをいう。以下同じ。）の観点

から支障となるおそれがある重要な土地等について、自由な経済活動との調和を図りつ

つ、その取引等に対し必要最小限の規制を行うこと等により、我が国の平和及び安全の

確保に資することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「土地等」とは、土地若しくは建物又はこれらに定着する物件

をいい、建物にある設備又は備品で当該建物の運営上これと一体的に使用されるべきも

のを含むものとする。 

２ この法律において「取引等」とは、土地等について所有権を移転し、又は地上権、永

小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権若しくはその他の使用及び収益を目的とす

る権利を設定し、若しくは移転することその他政令で定める権利の変動並びに土地の区

画形質の変更をいう。 

   第二章 基本方針 

第三条 内閣総理大臣は、国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等に関する基

本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 



 一 国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等の意義に関する事項 

 二 国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等のために政府が実施すべき施策

に関する基本的な方針 

 三 次条第一項及び第二項に規定する指定に関する基本的な事項 

 四 第七条に規定する重要国土基礎調査に関する基本的な事項 

 五 前各号に掲げるもののほか、国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等に

関し必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、あらかじめ関係行政機関の長と協議して基本方針の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しな

ければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

   第三章 第一種重要国土区域及び第二種重要国土区域の指定 

 （第一種重要国土区域及び第二種重要国土区域の指定） 

第四条 内閣総理大臣は、基本方針に基づき、次に掲げる区域のうち、その土地等の取引

等が国家安全保障の観点から重大な支障となるおそれがある区域を、第一種重要国土区

域として指定するものとする。 

 一 防衛施設（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和四十九年法律第百

一号）第二条第二項に規定する防衛施設をいう。）、原子力施設等国家安全保障上重

要な施設及び設備の敷地並びにその周辺の区域 

 二 国境離島（基線（領海及び接続水域に関する法律（昭和五十二年法律第三十号）第

二条第一項に規定する基線をいい、直線基線（同項の直線基線をいう。以下この号に

おいて同じ。）の基点を含む。）を有する島、政令で定めるところにより測定した当

該島からの距離が十二海里以内である島及び政令で定めるところにより測定した直線

基線からの距離が十二海里以内である島をいう。）の区域 

２ 内閣総理大臣は、基本方針に基づき、前項各号に掲げる区域のうち、その土地等の取

引等が国家安全保障の観点から支障となるおそれがあるため、当該取引等の状況等を把

握する必要がある区域（第一種重要国土区域を除く。）を、第二種重要国土区域として

指定するものとする。 

３ 第一項第一号に掲げるものに係る同項の規定による指定は、同号の施設及び設備の敷

地の地形、その周辺の状況等を勘案し、国家安全保障の観点から必要な最小限度の区域

に限ってするものとする。 

４ 内閣総理大臣は、第一項又は第二項の規定による指定（以下「指定」という。）の案

を作成しようとするときは、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、資料

の提出その他の必要な協力を求めることができる。 

５ 内閣総理大臣は、指定をしようとするときは、あらかじめ、内閣府令で定めるところ



により、その旨を公告し、当該指定の案を、当該指定をしようとする理由を記載した書

面を添えて、当該公告から二週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

６ 前項の規定による公告があったときは、関係市町村（特別区を含む。第十条において

同じ。）の住民及び利害関係人は、同項の縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された指

定の案について、内閣総理大臣に、意見書を提出することができる。 

７ 内閣総理大臣は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議

するとともに、関係地方公共団体の長の意見を聴き、かつ、重要国土審議会の議を経な

ければならない。 

８ 内閣総理大臣は、前項の規定により指定の案を重要国土審議会に付議しようとすると

きは、第六項の規定により提出された意見書の要旨を重要国土審議会に提出しなければ

ならない。 

９ 内閣総理大臣は、指定をするときは、内閣府令で定めるところにより、その旨及び当

該指定の区域を公示しなければならない。 

10 内閣総理大臣は、前項の規定による公示をしたときは、速やかに、内閣府令で定める

ところにより、関係地方公共団体の長に、同項の規定により公示された事項を記載した

図書を送付しなければならない。 

11 指定は、第九項の規定による公示によってその効力を生ずる。 

12 関係地方公共団体の長は、第十項の図書を当該地方公共団体の事務所において、公衆

の縦覧に供しなければならない。 

13 内閣総理大臣は、第一種重要国土区域又は第二種重要国土区域の全部又は一部が第一

項又は第二項の要件を満たさなくなったときその他指定の変更又は解除をする必要が生

じたときは、遅滞なく、当該指定の変更又は解除をしなければならない。 

14 第五項から第十二項までの規定は、前項の規定による指定の変更又は解除について準

用する。 

 （調査のための土地の立入り等） 

第五条 内閣総理大臣は、指定のために必要があるときは、現地において調査を行うこと

ができる。 

２ 内閣総理大臣又はその命じた者若しくは委任した者は、前項の規定による調査のため

にやむを得ない必要があるときは、その必要な限度において、他人の占有する土地若し

くは建物内に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用する

ことができる。 

３ 前項の規定により他人の占有する土地又は建物内に立ち入ろうとする者は、あらかじ

め、その旨を当該土地又は建物の占有者に通知しなければならない。ただし、あらかじ

め通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により宅地若しくは垣、柵等で囲まれた他人の占有する土地又はその上

にある建物内に立ち入ろうとする場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入り



の際、あらかじめ、その旨を当該土地又は建物の占有者に告げなければならない。 

５ 日出前及び日没後においては、土地又は建物の占有者の承諾があった場合を除き、前

項に規定する土地又は建物内に立ち入ってはならない。 

６ 第二項の規定により他人の占有する土地又は建物内に立ち入ろうとする者は、その身

分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならな

い。 

７ 第二項の規定により特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用しようとす

る者は、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その意見を聴かなけれ

ばならない。 

８ 土地又は建物の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第二項の規定による立

入り又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

９ 国は、第二項の規定による立入り又は一時使用により損失を受けた者がある場合にお

いては、その者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

10 前項の規定による損失の補償については、国と損失を受けた者とが協議しなければな

らない。 

11 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国は、自己の見積もった金額を

損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該金額について不服

のある者は、政令で定めるところにより、補償金の支払を受けた日から三十日以内に、

収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条第二項の規定に

よる裁決を申請することができる。 

   第四章 重要国土基礎調査 

 （重要国土基礎調査の実施） 

第六条 内閣総理大臣は、関係行政機関の長及び関係地方公共団体の長と連携して、第一

種重要国土区域内及び第二種重要国土区域内に所在する土地の所有者（土地の全部又は

一部について地上権その他の政令で定める使用及び収益を目的とする権利が設定されて

いるときは、当該権利を有している者及び所有者。次項及び第九条第一項において同

じ。）、地番及び地目、利用の実態その他内閣府令で定める事項に関する調査並びに境

界及び地積に関する測量を行うものとする。 

２ 内閣総理大臣は、前項に規定する事項のうち所有者及び利用の実態に関する調査につ

いては、おおむね三年ごとに行うものとする。 

３ 内閣総理大臣は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、いつでも同

項の調査を行うことができる。 

４ 前条第二項から第十一項までの規定は、前三項の規定による調査について準用する。 

 （作業規程の準則） 

第七条 前条第一項の規定による調査及び測量並びに同条第二項の規定による調査（以下

「重要国土基礎調査」という。）の作業規程の準則は、内閣府令で定める。 



 （重要国土基礎調査の実施の公示） 

第八条 内閣総理大臣は、重要国土基礎調査の開始前に、政令で定めるところにより、公

示しなければならない。 

 （土地の所有者の把握に関する情報提供の要求等） 

第九条 内閣総理大臣は、重要国土基礎調査の実施のため必要があるときは、関係行政機

関の長、関係地方公共団体の長その他の関係者に対して、第一種重要国土区域内及び第

二種重要国土区域内に所在する土地の所有者の把握に関し必要な情報の提供を求めるこ

とができる。 

２ 前項に定めるもののほか、内閣総理大臣は、重要国土基礎調査の実施のため必要があ

るときは、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長に対して、資料の提出その他の

必要な協力を求めることができる。 

 （重要国土基礎調査の実施の委託） 

第十条 内閣総理大臣は、重要国土基礎調査を行おうとする場合においては、市町村にそ

の実施を委託することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、内閣総理大臣又は同項の規定により重要国土基礎調査の

実施を委託された市町村は、重要国土基礎調査を適正かつ確実に実施することができる

と認められる者として内閣府令で定める要件に該当する法人に、その行う重要国土基礎

調査の実施を委託することができる。 

 （重要国土基礎調査の結果の提供） 

第十一条 内閣総理大臣は、重要国土基礎調査の結果に関し、国土調査法（昭和二十六年

法律第百八十号）の国土調査に該当する地籍調査を行う者に必要な情報を提供するもの

とする。 

 （国土調査法の準用） 

第十二条 重要国土基礎調査については、国土調査法第五章の規定（第二十二条、第二十

二条の二、第二十三条第二項、第二十三条の三、第二十四条及び第三十四条の二の規定

を除く。）及び第六章の規定を準用する。この場合において、同法第二十三条第一項中

「国土交通大臣、土地改良区等を所管する大臣又は事業所管大臣」とあるのは「内閣総

理大臣」と、「この法律」とあるのは「国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規

制等に関する法律（以下「国家安全保障土地取引規制法」という。）」と、同条第三項

中「第十条第二項」とあるのは「国家安全保障土地取引規制法第十条第二項」と、「都

道府県」とあるのは「内閣総理大臣」と、同法第二十三条の二中「地籍調査」とあるの

は「国家安全保障土地取引規制法第七条に規定する重要国土基礎調査」と、同法第二十

五条第二項中「国の機関又は地方公共団体」とあるのは「者」と、同法第三十二条中

「地方公共団体（第十条第二項の規定により地籍調査の実施を委託された法人が地籍調

査を実施する場合にあつては、当該法人）又は土地改良区等は、第五条第四項若しくは

第六条第三項の規定により指定を受け、又は第六条の三第二項の規定により定められた



事業計画に基づいて地籍調査を行う」とあるのは「国家安全保障土地取引規制法第七条

に規定する重要国土基礎調査を実施する者は、これを実施する」と、同法第三十二条の

二第一項中「地方公共団体又は土地改良区等」とあるのは「内閣総理大臣」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

   第五章 第一種重要国土区域内に所在する土地等の取引等の規制等 

    第一節 土地等の取引等の届出及び変更勧告等 

第十三条 第一種重要国土区域内に所在する土地等について取引等を行おうとする者は、

内閣府令で定めるところにより、あらかじめ、当該取引等について、当事者の氏名又は

名称及び住所、内容、当該土地等の利用の目的、実行の時期その他の内閣府令で定める

事項を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

２ 前項の規定は、当事者の一方が国である場合には、適用しない。 

３ 第一項の規定による届出をした者は、内閣総理大臣が当該届出を受理した日から起算

して三十日を経過する日までは、当該届出に係る土地等の取引等を行ってはならない。

ただし、内閣総理大臣は、その期間の満了前に当該届出に係る土地等の取引等がその目

的その他からみて次項の規定による審査が必要となる取引等に該当しないと認めるとき

は、当該期間を短縮することができる。 

４ 内閣総理大臣は、第一項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る土

地等の取引等が国家安全保障の観点から支障を来すおそれがある取引等（以下「国家安

全保障に係る土地等取引等」という。）に該当しないかどうかを審査する必要があると

認めるときは、当該届出に係る土地等の取引等を行ってはならない期間を、当該届出を

受理した日から起算して四月に限り、延長することができる。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定による審査のため必要があるときは、第一項の規定によ

る届出に関して必要な事項を調査するものとする。 

６ 内閣総理大臣は、前項の規定による調査を行うに当たっては、関係行政機関の長又は

関係地方公共団体の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他の必要な協力を求

めることができる。 

７ 第五条第二項から第十一項までの規定は、第五項の規定による調査について準用する。 

８ 内閣総理大臣は、第四項の規定により土地等の取引等を行ってはならない期間を延長

した場合において、同項の規定による審査をした結果、当該延長された期間の満了前に

第一項の規定による届出に係る土地等の取引等が国家安全保障に係る土地等取引等に該

当しないと認めるときは、当該延長された期間を短縮することができる。 

９ 内閣総理大臣は、第四項の規定により土地等の取引等を行ってはならない期間を延長

した場合において、同項の規定による審査をした結果、第一項の規定による届出に係る

土地等の取引等が国家安全保障に係る土地等取引等に該当すると認めるときは、重要国

土審議会の意見を聴いて、当該土地等の取引等の届出をした者に対し、内閣府令で定め

るところにより、当該土地等の取引等の内容の変更又は中止を勧告することができる。



ただし、当該変更又は中止を勧告することができる期間は、当該届出を受理した日から

起算して第四項又は次項の規定により延長された期間の満了する日までとする。 

10 前項の規定により重要国土審議会の意見を聴く場合において、重要国土審議会が当該

事案の性質に鑑み、第四項に規定する四月の期間内に意見を述べることが困難である旨

を申し出た場合には、同項に規定する当該土地等の取引等を行ってはならない期間とし

て延長できる期間は、同項の規定にかかわらず、五月とする。 

11 第九項の規定による勧告を受けた者は、当該勧告を受けた日から起算して十日以内に、

内閣総理大臣に対し、当該勧告を応諾するかしないかを通知しなければならない。 

12 前項の規定により勧告を応諾する旨の通知をした者は、当該勧告をされたところに従

い、当該勧告に係る土地等の取引等を行わなければならない。 

13 第十一項の規定により勧告を応諾する旨の通知をした者は、第三項及び第四項又は第

十項の規定にかかわらず、第四項又は第十項の規定により延長された期間を経過しなく

ても、当該勧告に係る土地等の取引等を行うことができる。 

14 第九項の規定による勧告を受けた者が、第十一項の規定による通知をしなかった場合

又は当該勧告を応諾しない旨の通知をした場合には、内閣総理大臣は、当該勧告を受け

た者に対し、当該土地等の取引等の内容の変更又は中止を命ずることができる。ただし、

当該変更又は中止を命ずることができる期間は、当該届出を受理した日から起算して第

四項又は第十項の規定により延長された期間の満了する日までとする。 

15 内閣総理大臣は、我が国の安全保障に関する情勢の変化その他の事由により、第一項

の規定による届出に係る土地等の取引等が国家安全保障に係る土地等取引等に該当しな

くなったと認めるときは、第十一項の規定による土地等の取引等の内容の変更又は中止

の勧告を応諾する旨の通知をした者又は前項の規定により土地等の取引等の内容の変更

を命じられた者に対し、当該勧告又は命令の全部又は一部を取り消すことができる。 

16 第九項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定による届出に係る土地等の取

引等の内容の変更又は中止の勧告の手続その他これらの勧告に関し必要な事項は、内閣

府令で定める。 

    第二節 土地の国による買取り 

 （土地の買取り希望の申出） 

第十四条 第一種重要国土区域内に所在する土地を所有する者のうち、当該土地の取引等

について前条第十四項の規定による変更又は中止の命令を受けた者は、当該土地の国に

よる買取りを希望するときは、内閣府令で定めるところにより、内閣総理大臣に対し、

その旨を申し出ることができる。 

 （土地の買取りの協議） 

第十五条 内閣総理大臣は、前条の申出があった場合において、国がこれに応じるときは、

買取りの協議を行う旨を当該申出をした者に通知するものとする。 

２ 前項の通知は、申出のあった日から起算して三週間以内に、これを行うものとする。 



３ 内閣総理大臣は、第一項の場合において、国が申出に応じないときは、当該申出をし

た者に対し、直ちにその旨を通知しなければならない。 

４ 第一項の通知を受けた者は、正当な理由がなければ、当該通知に係る土地の買取りの

協議を行うことを拒んではならない。 

５ 第一項の通知については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章の規定は、

適用しない。 

 （土地の買取価格） 

第十六条 国は、第十四条の申出に係る土地を買い取る場合には、地価公示法（昭和四十

四年法律第四十九号）第六条の規定による公示価格を規準として算定した価格（当該土

地が同法第二条第一項の公示区域以外の区域内に所在するときは、近傍類地の取引価格

等を考慮して算定した当該土地の相当な価格）をもってその価格としなければならない。 

 （土地の譲渡の制限） 

第十七条 第十四条の申出をした者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

掲げる日又は時までの間、当該申出に係る土地を国以外の者に譲り渡してはならない。 

 一 第十五条第一項の通知があった場合 当該通知があった日から起算して三週間を経

過する日（その期間内に土地の買取りの協議が成立しないことが明らかになったとき

は、その時） 

 二 第十五条第三項の通知があった場合 当該通知があった時 

 三 第十五条第二項に規定する期間内に同条第一項又は第三項の通知がなかった場合 

当該申出をした日から起算して三週間を経過する日 

 （買取りを行った土地の管理） 

第十八条 国は、第十五条第一項の手続により買い取った土地をこの法律の目的に従って

適切に管理しなければならない。 

    第三節 土地等の収用 

 （土地等の収用） 

第十九条 第一種重要国土区域内に所在する土地等について、国家安全保障上特に必要で

あり、かつ、当該土地等を国が取得し、これを管理することが適正かつ合理的であると

認めるときは、この法律の定めるところにより、これを収用することができる。 

 （資料の提出の要求等） 

第二十条 内閣府において前条の規定による土地等の収用の実施に関する事務を担当する

部局の長（以下「担当部局の長」という。）は、同条の規定による土地等の収用に係る

手続の準備のため必要があると認めるときは、土地等の所有者その他の関係者に対し、

資料の提出を求め、又は当該職員をして質問させることができる。 

 （土地等の収用の認定の申請） 

第二十一条 担当部局の長は、第十九条の規定により土地等を収用しようとするときは、

担当部局の長の名称、収用しようとする土地等の所在等及び収用しようとする理由を記



載した申請書（以下「収用認定申請書」という。）を内閣総理大臣に提出し、その認定

を受けなければならない。 

２ 収用認定申請書には、収用しようとする土地等の所有者又は関係人の意見書その他政

令で定める書類を添付しなければならない。 

３ 前項の意見書は、所有者又は関係人を確知することができないときその他これらの者

からこれを得ることができない事情があるときは、添付することを要しない。この場合

においては、意見書を得ることができなかった事情を疎明する書面を添付しなければな

らない。 

 （土地等の収用の認定） 

第二十二条 内閣総理大臣は、収用認定申請書に係る土地等の収用が第十九条に規定する

要件に該当すると認めるときは、遅滞なく、土地等の収用の認定をしなければならない。 

 （関係行政機関等の意見の聴取） 

第二十三条 内閣総理大臣は、土地等の収用の認定に関する処分を行おうとする場合にお

いて、必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び学識経験を有する者の意見を

求めることができる。 

２ 関係行政機関の長は、土地等の収用の認定に関する処分について、内閣総理大臣に意

見を述べることができる。 

 （土地等の収用の認定に関する処分の通知、告示及び公告） 

第二十四条 内閣総理大臣は、土地等の収用の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を当

該担当部局の長に文書で通知するとともに、当該担当部局の長の名称、収用すべき土地

等の所在並びに次項の規定による土地等の調書及び図面の縦覧場所を官報で告示しなけ

ればならない。 

２ 担当部局の長は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく、収用しようとする土地等の

所在、種類及び数量を、担当部局の長が定める方法で公告し、かつ、土地等の所有者及

び関係人に通知するとともに、政令で定めるところにより、当該土地等の調書及び図面

を、当該土地等の収用の認定が効力を失う日又は全ての土地等について必要な権利を取

得する日まで公衆の縦覧に供しなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、土地等の収用の認定を拒否したときは、遅滞なく、その旨を当該担

当部局の長に文書で通知しなければならない。 

 （土地等の収用の認定の失効） 

第二十五条 前条第一項の規定による告示があった後、土地等を収用する必要がなくなっ

たときは、担当部局の長は、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣に報告しなければならな

い。この場合において、その事由の発生が同条第二項の規定による通知の後であるとき

は、土地等の所有者及び関係人にも、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による報告を受けたときは、土地等の収用の認定が将来

に向かってその効力を失う旨を官報で告示しなければならない。 



 （土地収用法の適用） 

第二十六条 第十九条の規定による土地等の収用に関しては、この法律に特別の定めのあ

る場合を除くほか、当該収用を土地収用法第三条に規定する事業と、担当部局の長を同

法の起業者と、第二十二条の規定による土地等の収用の認定を同法により国土交通大臣

が行う事業の認定と、第二十四条第一項の規定による告示を同法により国土交通大臣が

行う事業の認定の告示とみなして、同法の規定（第一条から第三条まで、第六条、第七

条、第八条第一項、第九条、第十条の二、第十五条の十四から第二十八条まで、第三十

条、第三十条の二、第三章第二節、第三章の二、第三十六条第五項、第三十六条の二第

四項、第四十二条第四項から第六項まで、第五章第一節、第八十条の二、第八十一条、

第百一条第二項、第百五条、第八章第三節、第百二十五条第一項並びに第二項第二号、

第四号及び第五号、第百三十二条第一項、第百三十九条から第百三十九条の三まで並び

に第百四十三条第五号の規定を除く。）を適用する。 

２ 前項に定めるもののほか、同項の規定による土地収用法の適用に関し必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

 （収用した土地等の管理） 

第二十七条 国は、第十九条の規定により収用した土地等をこの法律の目的に従って適切

に管理しなければならない。 

   第六章 第二種重要国土区域内に所在する土地等の取引等の報告 

第二十八条 第二種重要国土区域内に所在する土地等について取引等を行った者は、内閣

府令で定めるところにより、当該取引等について、当事者の氏名又は名称及び住所、内

容、当該土地等の利用の目的、実行の時期その他の内閣府令で定める事項を内閣総理大

臣に報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、当事者の一方が国である場合には、適用しない。 

   第七章 重要国土審議会 

 （設置） 

第二十九条 内閣府に、重要国土審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第三十条 審議会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理するほか、

内閣総理大臣の諮問に応じ、この法律の施行に関する重要事項を調査審議する。 

２ 審議会は、前項に規定する事項に関し内閣総理大臣に意見を述べることができる。 

 （組織） 

第三十一条 審議会は、委員七人以内で組織する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

 （委員） 

第三十二条 委員は、第三十条第一項に規定する事項に関し優れた識見を有する者のうち

から、内閣総理大臣が任命する。 



 （委員の任期） 

第三十三条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職

務を行うものとする。 

 （会長） 

第三十四条 審議会に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

 （専門委員） 

第三十五条 審議会に、専門の事項を調査審議させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任

命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

 （資料の提出その他の協力） 

第三十六条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行

政機関の長、関係地方公共団体の長その他の関係者に対し、資料の提出、意見の表明、

説明その他の必要な協力を求めることができる。 

 （政令への委任） 

第三十七条 この法律に定めるもののほか、審議会の組織、所掌事務及び運営に関し必要

な事項は、政令で定める。 

   第八章 雑則 

 （事務の区分） 

第三十八条 第四条第十二項（同条第十四項の規定により準用する場合を含む。）の規定

により地方公共団体が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法

律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 （政令への委任） 

第三十九条 この法律に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、政令で

定める。 

   第九章 罰則 

第四十条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の

罰金に処し、又はこれを併科する。 

 一 第十三条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして、土地等の取引等



をした者 

 二 第十三条第三項の規定に違反して、同項に規定する期間（同条第四項若しくは第十

項の規定により延長され、又は同条第八項の規定により短縮された場合には、当該延

長され、又は短縮された期間）中に土地等の取引等をした者 

 三 第十三条第十二項の規定に違反して土地等の取引等をした者 

 四 第十三条第十四項の規定による変更又は中止の命令に違反して土地等の取引等をし

た者 

第四十一条 第二十八条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、六

月以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第四十二条 第五条第八項（第六条第四項及び第十三条第七項において準用する場合を含

む。）の規定に違反して、土地又は建物の立入り又は一時使用を拒み、又は妨げた者は、

六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

第四十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務又は財産に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行

為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本

条の罰金刑を科する。 

 一 第四十条 一億円以下の罰金刑 

 二 前二条 各本条の罰金刑 

第四十四条 第十七条の規定に違反して、同条に規定する期間内に土地を譲り渡した者は、

五十万円以下の過料に処する。 

第四十五条 第二十条の規定による資料の提出をせず、若しくは虚偽の資料の提出をし、

又は同条の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、十万

円以下の過料に処する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日から施行する。 

 （準備行為） 

第二条 内閣総理大臣は、第三条第一項に規定する基本方針の策定及び第四条第四項に規

定する指定の案の作成のため、この法律の施行の日前においても、関係行政機関の長又

は関係地方公共団体の長との協議その他の必要な準備行為をすることができる。 

 （地方自治法の一部改正） 

第三条 地方自治法の一部を次のように改正する。 

  別表第一に次のように加える。 

国家安全保障上重要な土地等に係る取

引等の規制等に関する法律（平成二十

第四条第十二項（同条第十四項におい

て準用する場合を含む。）の規定によ



五年法律第▼▼▼号） り地方公共団体が処理することとされ

ている事務 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第四条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第三項第四十一号の二の次に次の一号を加える。 

  四十一の三 国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等に関する法律（平成

二十五年法律第▼▼▼号）第三条第一項に規定する基本方針の策定に関すること、

同法第四条第一項に規定する第一種重要国土区域及び同条第二項に規定する第二種

重要国土区域の指定に関すること、同法第七条に規定する重要国土基礎調査に関す

ること、同法第十三条に規定する第一種重要国土区域内に所在する土地等の取引等

の届出及び変更勧告等に関すること、同法第十九条に規定する第一種重要国土区域

内に所在する土地等の収用に関すること並びに同法第二十八条に規定する第二種重

要国土区域内に所在する土地等の取引等の報告に関すること。 

  第三十七条第三項の表公文書管理委員会の項の次に次のように加える。 

重要国土審議会 国家安全保障上重要な土地等に係る取引等の規制等に関する

法律 



     理 由 

 我が国の平和及び安全の確保に資するため、その取引等が国家安全保障の観点から支障

となるおそれがある重要な土地等について、自由な経済活動との調和を図りつつ、その取

引等に対し必要最小限の規制を行う等の必要がある。これが、この法律案を提出する理由

である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度約七百万円の見込みである。 


